
１．納付金算定のイメージ（令和６年度推計値ベース）
(1) 医療分  (2) 後期高齢者支援金分  (3) 介護納付金分  

２．保険料収納必要額（※）　（Ａ市の場合）
【支出】

【収入】

※保険料収納必要額は市町村が被保険者から集める実際の保険料の額ではない。

国交付金等

11億円

納付金
11億円うち前期高齢者交付金等

257億円
うち国交付金等

113億円

医療費総額※　５６３億円
（被保険者数×被保険者一人当たり医療費　の計算により推計）

後期高齢者支援金
７８億円

（国から示された計算式と
係数を用いて計算）

介護納付金
２２億円

（国から示された計算式と係
数を用いて計算）

Ａ市に直接交付される
国・県交付金等 13億円

（保険者努力支援制度　等）

Ａ市の納付金
48億円

（医療分＋後期高齢者支援金分＋介護納付金分）

保険料軽減
7億円

保険料で集める
保健事業分等

3億円

納付金
114億円

公費等 370億円
国交付金等

41億円

納付金
37億円

保険給付費等交付金（保険給付に要する費用の財源として県から市町村に支出する交付金）
の財源に充てる分

※医療費総額には、被保険者が医療機関の窓口で負担する金額等、保険給付費以外のものも含まれている。

７５歳以上の高齢者が加入する後期高齢者医療制
度への拠出金

４０歳以上６５歳未満の被保険者が納める
介護保険料

所得水準等に応じて、各市町村
に割り当てる

保険給付費４８４億円

保険料収納必要額

38億円

市町村ごとに制度や取組が異なるた

め納付金には含めないが、標準保険

料の算定ベースには含めるもの

・保健事業

・直診勘定繰出金

・その他諸費 等

医療費や所得の水準等に応じて
各市町村に割り当てる

A市 35億円 B市 11億円 C市 32億円 ・・・

所得水準等に応じて、各市町村
に割り当てる

A市 10億円 B市 3億円 C市 9億円 ・・・ A市 3億円 B市 1億円 C市 3億円 ・・・

別紙２


